
収                    入

（単位：千円）

款 項 目 節 予   定   額 備          考

１  資本的収入 410,220

１  企業債 153,300

１  企業債 153,300

  １ 企業債 153,300

２  出資金 256,920

１  他会計出資金 256,920

  １ 一般会計出資金 256,920

支                 出

（単位：千円）

款 項 目 節 予   定   額 備          考

１  資本的支出 632,756

１  建設改良費 153,300

１  病院改良工事費 100,600

 １  備消品費 100

 ２  印刷製本費 100

 ３  工事請負費 100,400

２  資産購入費 52,700

  １  器械購入費 52,700

２  企業債償還金 429,456

１  企業債償還金 429,456

  １  企業債償還金 429,456 企業債元金

３  予備費 50,000

１  予備費 50,000

  １  予備費 50,000

　資 本 的 収 入 及 び 支 出

令 和 2 年 度

周　　南　　市

周南市介護老人保健施設事業会計予算書
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　　議案第 21 号

（総  則）
第1条  令和2年度周南市介護老人保健施設事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第2条  業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）  定　員
　　　　　一  般  棟 60 床
　　　　　通　　　所 40 人
（２）  年間利用者予定数
　　　　　入　　　所 21,170 人
　　　　　通　　　所 7,290 人
（３）  一日平均利用者数
　　　　　入　　　所 58 人
　　　　　通　　　所 30 人
（４）  主要な建設改良事業
　　　　　介護老人保健施設建設改良事業 647 千円

（収益的収入及び支出）
第3条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

    収                              入
第１款 介護老人保健施設事業収益 352,538 千円
  第１項   事業収益 345,696 千円
  第２項   事業外収益 6,842 千円

    支                              出
第１款  介護老人保健施設事業費用 352,538 千円
  第１項   事業費用 338,630 千円
  第２項   事業外費用 13,407 千円
  第３項   特別損失 1 千円
  第４項   予備費 500 千円

（資本的収入及び支出）
第4条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額
  に対し不足する額4，646千円は、過年度分損益勘定留保資金4，646千円で補てんするものと
  する。）

    収                              入
第１款 資本的収入 63,331 千円
  第１項   出資金 38,079 千円
  第２項   基金繰入金 25,232 千円
  第３項   その他収入 20 千円

    支                              出
第１款 資本的支出 67,977 千円
  第１項   建設改良費 647 千円
  第２項   企業債償還金 63,310 千円
  第３項   投資 20 千円
  第４項   予備費 4,000 千円

令 和 2 年 度 周 南 市 介 護 老 人 保 健 施 設 事 業 会 計 予 算 

（一時借入金）
第5条  一時借入金の限度額は、200,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第6条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）事業費用と事業外費用及び特別損失の相互間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第7条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は
　それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 8,583 千円

（他会計からの補助金）
第8条  一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、6,153千円である。

令和 ２ 年 ２ 月  2 6 日提出

周 南 市 長　　　藤　井　　 律　子
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　　議案第 21 号

（総  則）
第1条  令和2年度周南市介護老人保健施設事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第2条  業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）  定　員
　　　　　一  般  棟 60 床
　　　　　通　　　所 40 人
（２）  年間利用者予定数
　　　　　入　　　所 21,170 人
　　　　　通　　　所 7,290 人
（３）  一日平均利用者数
　　　　　入　　　所 58 人
　　　　　通　　　所 30 人
（４）  主要な建設改良事業
　　　　　介護老人保健施設建設改良事業 647 千円

（収益的収入及び支出）
第3条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

    収                              入
第１款 介護老人保健施設事業収益 352,538 千円
  第１項   事業収益 345,696 千円
  第２項   事業外収益 6,842 千円

    支                              出
第１款  介護老人保健施設事業費用 352,538 千円
  第１項   事業費用 338,630 千円
  第２項   事業外費用 13,407 千円
  第３項   特別損失 1 千円
  第４項   予備費 500 千円

（資本的収入及び支出）
第4条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額
  に対し不足する額4，646千円は、過年度分損益勘定留保資金4，646千円で補てんするものと
  する。）

    収                              入
第１款 資本的収入 63,331 千円
  第１項   出資金 38,079 千円
  第２項   基金繰入金 25,232 千円
  第３項   その他収入 20 千円

    支                              出
第１款 資本的支出 67,977 千円
  第１項   建設改良費 647 千円
  第２項   企業債償還金 63,310 千円
  第３項   投資 20 千円
  第４項   予備費 4,000 千円

令 和 2 年 度 周 南 市 介 護 老 人 保 健 施 設 事 業 会 計 予 算 

（一時借入金）
第5条  一時借入金の限度額は、200,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第6条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）事業費用と事業外費用及び特別損失の相互間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第7条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は
　それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 8,583 千円

（他会計からの補助金）
第8条  一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、6,153千円である。

令和 ２ 年 ２ 月  2 6 日提出

周 南 市 長　　　藤　井　　 律　子
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令  和 ２ 年 度 周 南 市 介 護 老 人 保 健 施 設 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入
（単位：千円）

款 項 目 予   定   額 備           考

１ 介護老人保健施設事業収益 352,538

１  事業収益 345,696

１ 施設療養費収益 275,881

２ 施設利用料収益 63,131

３ その他事業収益 6,684

２  事業外収益 6,842

１ 受取利息及び配当金 21

２ 他会計補助金 6,153

３ 長期前受金戻入 583

４ その他事業外収益 85

支　　　　　　出
（単位：千円）

款 項 目 予   定   額 備           考

１ 介護老人保健施設事業費用 352,538

１  事業費用 338,630

１  給与費 8,583

２  経費 315,718

３  減価償却費 14,328

４  資産減耗費 1

２  事業外費用 13,407

１  支払利息及び企業債 13,387

    取扱諸費

２　繰出金 20

３  特別損失 1

１  過年度損益修正損 1

４  予備費 500

１  予備費 500

 

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入
（単位：千円）

款 項 目 予   定   額 備          考

１  資本的収入 63,331

１  出資金 38,079

１  他会計出資金 38,079

２  基金繰入金 25,232

１ 　基金繰入金 25,232

３  その他収入 20

１ 　その他収入 20

支　　　　　　出
（単位：千円）

款 項 目 予   定   額 備          考

１  資本的支出 67,977

１  建設改良費 647

１  資産購入費 647

２  企業債償還金 63,310

１  企業債償還金 63,310

３  投資 20

１　基金積立金 20
４　予備費 4,000

１　予備費 4,000
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令  和 ２ 年 度 周 南 市 介 護 老 人 保 健 施 設 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入
（単位：千円）

款 項 目 予   定   額 備           考

１ 介護老人保健施設事業収益 352,538

１  事業収益 345,696

１ 施設療養費収益 275,881

２ 施設利用料収益 63,131

３ その他事業収益 6,684

２  事業外収益 6,842

１ 受取利息及び配当金 21

２ 他会計補助金 6,153

３ 長期前受金戻入 583

４ その他事業外収益 85

支　　　　　　出
（単位：千円）

款 項 目 予   定   額 備           考

１ 介護老人保健施設事業費用 352,538

１  事業費用 338,630

１  給与費 8,583

２  経費 315,718

３  減価償却費 14,328

４  資産減耗費 1

２  事業外費用 13,407

１  支払利息及び企業債 13,387

    取扱諸費

２　繰出金 20

３  特別損失 1

１  過年度損益修正損 1

４  予備費 500

１  予備費 500

 

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入
（単位：千円）

款 項 目 予   定   額 備          考

１  資本的収入 63,331

１  出資金 38,079

１  他会計出資金 38,079

２  基金繰入金 25,232

１ 　基金繰入金 25,232

３  その他収入 20

１ 　その他収入 20

支　　　　　　出
（単位：千円）

款 項 目 予   定   額 備          考

１  資本的支出 67,977

１  建設改良費 647

１  資産購入費 647

２  企業債償還金 63,310

１  企業債償還金 63,310

３  投資 20

１　基金積立金 20
４　予備費 4,000

１　予備費 4,000
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 0
減価償却費 14,328
引当金の増減額（△は減少） 3
長期前受金戻入額 △ 583
受取利息及び受取配当金 △ 21
支払利息 13,387
固定資産除却費 1
未収金の増減額（△は増加） 979
未払金の増減額（△は減少） 898
小計 28,992
利息及び配当金の受取額 21
利息の支払額 △ 13,387
業務活動によるキャッシュ・フロー 15,626

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 4,647
基金の取崩しによる収入 25,232
基金の運用による収入 △ 20
投資活動によるキャッシュ・フロー 20,565

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入金による収入 30,000
一時借入金の返済による支出 △ 30,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 63,310
基金の積立による収入 20
一般会計からの出資による収入 38,079
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 25,211

資金増加額（又は減少額） 10,980
資金期首残高 6,948
資金期末残高 17,928

令和２年度周南市介護老人保健施設事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 0
減価償却費 14,328
引当金の増減額（△は減少） 3
長期前受金戻入額 △ 583
受取利息及び受取配当金 △ 21
支払利息 13,387
固定資産除却費 1
未収金の増減額（△は増加） 979
未払金の増減額（△は減少） 898
小計 28,992
利息及び配当金の受取額 21
利息の支払額 △ 13,387
業務活動によるキャッシュ・フロー 15,626

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 4,647
基金の取崩しによる収入 25,232
基金の運用による収入 △ 20
投資活動によるキャッシュ・フロー 20,565

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入金による収入 30,000
一時借入金の返済による支出 △ 30,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 63,310
基金の積立による収入 20
一般会計からの出資による収入 38,079
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 25,211

資金増加額（又は減少額） 10,980
資金期首残高 6,948
資金期末残高 17,928

令和２年度周南市介護老人保健施設事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）
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１  総    括

　(1)　会計年度任用職員以外の職員

特別職
一般行政

職
給料 手当 計

法定福
利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 損益勘定支弁職員 1 4,214 2,433 6,647 1,226

年 資本勘定支弁職員

度 　合           計 1 4,214 2,433 6,647 1,226

前 損益勘定支弁職員 1 4,138 2,337 6,475 1,142

年 資本勘定支弁職員

度 　合           計 1 4,138 2,337 6,475 1,142

比 損益勘定支弁職員 76 96 172 84

資本勘定支弁職員

較 　合           計 76 96 172 84

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
時間外
手当

期末勤勉
手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 120 130 51 864 1,268

前年度 120 127 51 791 1,248

比 較 3 73 20

２  給料及び手当の増減額の明細

　(1)　会計年度任用職員以外の職員

増減額

（千円）

76

96

給      与       費      明      細      書

合       計

区   分

（千円）

7,873

7,617

76

7,873

7,617

256

256

給与改定に伴う影響額

区              分

区    分
（千円）

増減事由別内訳   

96

説     明

手
当
の
内
訳

給　料 昇給に伴う増加分

制度改正に伴う増加分手  当

給          与          費

備          考

職     員     数

３  給料及び手当の状況

（１）  職員１人当たり給与

344,800
383,964

平均年齢    （歳） 45.1
336,900
361,507

平均年齢    （歳） 44.1

（２）  初任給

　高校卒 154,900
　大学卒 188,700

（３）  級別職員数

級 職員数（人）

１級
２級
３級
４級 1 １００．０
５級
６級
７級
８級
計 1 １００．０

１級
２級
３級
４級 1 １００．０
５級
６級
７級
８級
９級
計 1 １００．０

（級別の標準的な職務内容）

定型的な業務を行う職務
技能の職務
副主任等の職務
主任等の職務
主査等の職務
係長等の職務
課長補佐等の職務
課等の長の職務
部等の長の職務
部等の次長の職務

令和2年1月１日現在

平均給料月額（円）

154,900

区   分

平均給与月額（円）

区                     分

188,700

区    分 一般行政職（円）

平均給料月額（円）

平成31年1月１日現在

令和2年1月１日現在

７   級

２   級
３   級
４   級

８   級

５   級
６   級

平成31年1月１日現在

   一  般　行　政  職

一　　   般 　　  職

構成比（％）

一般行政職区                    分

１   級

平均給与月額（円）

    一 般 行 政 職    （円）
一  般  会  計  の  制  度
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１  総    括

　(1)　会計年度任用職員以外の職員

特別職
一般行政

職
給料 手当 計

法定福
利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 損益勘定支弁職員 1 4,214 2,433 6,647 1,226

年 資本勘定支弁職員

度 　合           計 1 4,214 2,433 6,647 1,226

前 損益勘定支弁職員 1 4,138 2,337 6,475 1,142

年 資本勘定支弁職員

度 　合           計 1 4,138 2,337 6,475 1,142

比 損益勘定支弁職員 76 96 172 84

資本勘定支弁職員

較 　合           計 76 96 172 84

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
時間外
手当

期末勤勉
手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 120 130 51 864 1,268

前年度 120 127 51 791 1,248

比 較 3 73 20

２  給料及び手当の増減額の明細

　(1)　会計年度任用職員以外の職員

増減額

（千円）

76

96

給      与       費      明      細      書

合       計

区   分

（千円）

7,873

7,617

76

7,873

7,617

256

256

給与改定に伴う影響額

区              分

区    分
（千円）

増減事由別内訳   

96

説     明

手
当
の
内
訳

給　料 昇給に伴う増加分

制度改正に伴う増加分手  当

給          与          費

備          考

職     員     数

３  給料及び手当の状況

（１）  職員１人当たり給与

344,800
383,964

平均年齢    （歳） 45.1
336,900
361,507

平均年齢    （歳） 44.1

（２）  初任給

　高校卒 154,900
　大学卒 188,700

（３）  級別職員数

級 職員数（人）

１級
２級
３級
４級 1 １００．０
５級
６級
７級
８級
計 1 １００．０

１級
２級
３級
４級 1 １００．０
５級
６級
７級
８級
９級
計 1 １００．０

（級別の標準的な職務内容）

定型的な業務を行う職務
技能の職務
副主任等の職務
主任等の職務
主査等の職務
係長等の職務
課長補佐等の職務
課等の長の職務
部等の長の職務
部等の次長の職務

令和2年1月１日現在

平均給料月額（円）

154,900

区   分

平均給与月額（円）

区                     分

188,700

区    分 一般行政職（円）

平均給料月額（円）

平成31年1月１日現在

令和2年1月１日現在

７   級

２   級
３   級
４   級

８   級

５   級
６   級

平成31年1月１日現在

   一  般　行　政  職

一　　   般 　　  職

構成比（％）

一般行政職区                    分

１   級

平均給与月額（円）

    一 般 行 政 職    （円）
一  般  会  計  の  制  度

− 131 −



（４）  昇給

1
1

1号給 （人）

3号給 （人）

4号給 （人） 1
5号給 （人）

7号給 （人）

100.0

1
1

1号給 （人）

3号給 （人）

4号給 （人） 1
5号給 （人）

7号給 （人）

100.0

（５）  期末手当・勤勉手当

支給率計

６月（月分） １２月（月分） （月分） 等級による加算措置

2.250 2.250 4.50
2.225 2.225 4.45
2.250 2.250 4.50

（６）  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

（７）  その他の手当

区               分
地　 域　 手   当 同
特 殊 勤 務 手 当 該当なし
扶   養   手   当 同
住   居   手   当 同
通   勤   手   当 同

特別昇給に係る職員数

　本       年       度

本

年

度

1

支    給    率    等

前

年

度

1

支給期別支給率

有

33.27075 47.709

特別昇給に係る職員数

有

定年前早期退職特例措
置

　前       年       度

定年前早期退職特例措
置47.709

47.709

昇給数別内訳

    （支給率等）

24.586875

区               分

一 般 会 計 の 制 度

昇給数別内訳

有

100.0

制度上の段階、職務の

職員数（Ａ）（人）
昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

一般行政職等

1

1

1

100.0

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）
職員数（Ａ）（人）

その他の加算措置
等

1

区               分 合    計

比率   （Ｂ）／（Ａ）      ％

比率   （Ｂ）／（Ａ）      ％

区               分

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差      異      の      内      容

24.586875 33.27075 47.709

備      考

　一 般 会 計 の 制 度

備      考

期　 　間 金　　 額

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

（単位：千円）

事　　項 限 度 額

前年度末までの支払義務
発 生 （ 見 込 ） 額

当該年度以降の支払義務
発 生 予 定 額

左の財源内訳

金　　 額

介護老人保健施
設ゆめ風車指定
管理料

1,549,933
平成２９年度から
令和元年度まで

881,988

介護老人保健
施設事業収益

令和２年度から
令和３年度まで

667,945 667,945

期　　 間
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（４）  昇給

1
1

1号給 （人）

3号給 （人）

4号給 （人） 1
5号給 （人）

7号給 （人）

100.0

1
1

1号給 （人）

3号給 （人）

4号給 （人） 1
5号給 （人）

7号給 （人）

100.0

（５）  期末手当・勤勉手当

支給率計

６月（月分） １２月（月分） （月分） 等級による加算措置

2.250 2.250 4.50
2.225 2.225 4.45
2.250 2.250 4.50

（６）  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

（７）  その他の手当

区               分
地　 域　 手   当 同
特 殊 勤 務 手 当 該当なし
扶   養   手   当 同
住   居   手   当 同
通   勤   手   当 同

特別昇給に係る職員数

　本       年       度

本

年

度

1

支    給    率    等

前

年

度

1

支給期別支給率

有

33.27075 47.709

特別昇給に係る職員数

有

定年前早期退職特例措
置

　前       年       度

定年前早期退職特例措
置47.709

47.709

昇給数別内訳

    （支給率等）

24.586875

区               分

一 般 会 計 の 制 度

昇給数別内訳

有

100.0

制度上の段階、職務の

職員数（Ａ）（人）
昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

一般行政職等

1

1

1

100.0

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）
職員数（Ａ）（人）

その他の加算措置
等

1

区               分 合    計

比率   （Ｂ）／（Ａ）      ％

比率   （Ｂ）／（Ａ）      ％

区               分

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差      異      の      内      容

24.586875 33.27075 47.709

備      考

　一 般 会 計 の 制 度

備      考

期　 　間 金　　 額

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

（単位：千円）

事　　項 限 度 額

前年度末までの支払義務
発 生 （ 見 込 ） 額

当該年度以降の支払義務
発 生 予 定 額

左の財源内訳

金　　 額

介護老人保健施
設ゆめ風車指定
管理料

1,549,933
平成２９年度から
令和元年度まで

881,988

介護老人保健
施設事業収益

令和２年度から
令和３年度まで

667,945 667,945

期　　 間
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（単位：千円）

   １     固定資産

     （１）   有形固定資産

イ 土地 543,374

ロ 建物 1,044,639

減価償却累計額 △ 657,821 386,818

ハ 器械備品 48,441

減価償却累計額 △ 45,332 3,109

ニ 車両 17,602

減価償却累計額 △ 12,923 4,679

有形固定資産合計 937,980

     （２）    無形固定資産

イ その他無形固定資産 47

     （３）    投資その他の資産

イ 基金 65,363

      固定資産合計 1,003,390

   ２   流動資産

     （１）    現金預金 17,928

     （２）    未収金 38,567

     　　　   貸倒引当金 △ 1 38,566

      流動資産合計 56,494

     資産合計 1,059,884

令 和 ２ 年 度 周 南 市 介 護 老 人 保 健 施 設 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 令 和 3 年 3 月 31 日）

   資　産　の　部

  

   ３　 固定負債

     （１）    企業債

イ 建設改良費等の財源に充てる

ための企業債 665,462

    固定負債合計 665,462

   ４   流動負債

     （１）    一時借入金 30,000

     （２）    企業債

イ 建設改良費等の財源に充てる

ための企業債 62,301

     （３）    未払金 6,129

     （４）    引当金

イ 賞与引当金 710

     流動負債合計 99,140

   ５   繰延収益

     （１）    長期前受金 25,945

収益化累計額 △ 9,944

　　　 繰延収益合計 16,001

     負債合計 780,603

   ６   資本金

     （１）    固有資本金 183,774

     （２）  　出資金 478,992

     資本金合計 662,766

   ７  剰余金

     （１）   資本剰余金

イ その他資本剰余金 853

     （２）   利益剰余金

イ 当年度未処理欠損金 384,338

     利益剰余金合計 △ 384,338

   剰余金合計 △ 383,485

   資本合計 279,281

   負債・資本合計 1,059,884

   負　債　の　部

   資　本　の　部
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（単位：千円）

   １     固定資産

     （１）   有形固定資産

イ 土地 543,374

ロ 建物 1,044,639

減価償却累計額 △ 657,821 386,818

ハ 器械備品 48,441

減価償却累計額 △ 45,332 3,109

ニ 車両 17,602

減価償却累計額 △ 12,923 4,679

有形固定資産合計 937,980

     （２）    無形固定資産

イ その他無形固定資産 47

     （３）    投資その他の資産

イ 基金 65,363

      固定資産合計 1,003,390

   ２   流動資産

     （１）    現金預金 17,928

     （２）    未収金 38,567

     　　　   貸倒引当金 △ 1 38,566

      流動資産合計 56,494

     資産合計 1,059,884

令 和 ２ 年 度 周 南 市 介 護 老 人 保 健 施 設 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 令 和 3 年 3 月 31 日）

   資　産　の　部

  

   ３　 固定負債

     （１）    企業債

イ 建設改良費等の財源に充てる

ための企業債 665,462

    固定負債合計 665,462

   ４   流動負債

     （１）    一時借入金 30,000

     （２）    企業債

イ 建設改良費等の財源に充てる

ための企業債 62,301

     （３）    未払金 6,129

     （４）    引当金

イ 賞与引当金 710

     流動負債合計 99,140

   ５   繰延収益

     （１）    長期前受金 25,945

収益化累計額 △ 9,944

　　　 繰延収益合計 16,001

     負債合計 780,603

   ６   資本金

     （１）    固有資本金 183,774

     （２）  　出資金 478,992

     資本金合計 662,766

   ７  剰余金

     （１）   資本剰余金

イ その他資本剰余金 853

     （２）   利益剰余金

イ 当年度未処理欠損金 384,338

     利益剰余金合計 △ 384,338

   剰余金合計 △ 383,485

   資本合計 279,281

   負債・資本合計 1,059,884

   負　債　の　部

   資　本　の　部
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（単位：千円）

 １  事業収益
     （１）  施設療養費収益 244,506
     （２）  施設利用料収益 56,171
     （３）  その他事業収益 5,770 306,447

 ２  事業費用
     （１）  給与費 7,961
     （２）  経費 289,969
     （３）  減価償却費 31,247 329,177

    事業損失 22,730

 ３  事業外収益
     （１）  受取利息及び配当金 10
     （２）  他会計補助金 6,674
     （３）  長期前受金戻入 1,273
     （４）  その他事業外収益 581 8,538

 ４  事業外費用
       (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 14,378
     （２）  繰出金 10
     （３）  雑損失 28 14,416 △ 5,878

    経常損失 28,608

    当年度純損失 28,608
    前年度繰越欠損金 355,730
    その他未処分利益剰余金変動額 0

    当年度未処理欠損金 384,338

令 和 元 年 度 周 南 市 介 護 老 人 保 健 施 設 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（ 平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）
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（単位：千円）

 １  事業収益
     （１）  施設療養費収益 244,506
     （２）  施設利用料収益 56,171
     （３）  その他事業収益 5,770 306,447

 ２  事業費用
     （１）  給与費 7,961
     （２）  経費 289,969
     （３）  減価償却費 31,247 329,177

    事業損失 22,730

 ３  事業外収益
     （１）  受取利息及び配当金 10
     （２）  他会計補助金 6,674
     （３）  長期前受金戻入 1,273
     （４）  その他事業外収益 581 8,538

 ４  事業外費用
       (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 14,378
     （２）  繰出金 10
     （３）  雑損失 28 14,416 △ 5,878

    経常損失 28,608

    当年度純損失 28,608
    前年度繰越欠損金 355,730
    その他未処分利益剰余金変動額 0

    当年度未処理欠損金 384,338

令 和 元 年 度 周 南 市 介 護 老 人 保 健 施 設 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（ 平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）
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（単位：千円）

   １     固定資産

     （１）   有形固定資産

イ 土地 543,374

ロ 建物 1,044,639

減価償却累計額 △ 643,574 401,065

ハ 器械備品 47,795

減価償却累計額 △ 45,268 2,527

ニ 車両 13,602

減価償却累計額 △ 12,923 679

有形固定資産合計 947,645

     （２）    無形固定資産

イ その他無形固定資産 64

     （３）    投資その他の資産

イ 基金 90,575

                固定資産合計 1,038,284

   ２   流動資産

     （１）    現金預金 6,948

     （２）    未収金 39,546

               貸倒引当金 △ 1 39,545

               流動資産合計 46,493

               資産合計 1,084,777

令 和 元 年 度 周 南 市 介 護 老 人 保 健 施 設 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 令 和 2 年 3 月 31 日）

   資　産　の　部

 

   ３　 固定負債

     （１）    企業債

イ 建設改良費等の財源に充てる

ための企業債 727,762

    固定負債合計 727,762

   ４   流動負債

     （１）    一時借入金 30,000

     （２）    企業債

イ 建設改良費等の財源に充てる

ための企業債 63,310

     （３）    未払金 5,232

     （４）    引当金

イ 賞与引当金 707

     流動負債合計 99,249

   ５   繰延収益

     （１）    長期前受金 25,945

収益化累計額 △ 9,361

　　　 繰延収益合計 16,584

     負債合計 843,595

   ６   資本金

     （１）    固有資本金 183,774

     （２）  　出資金 440,913

     資本金合計 624,687

   ７  剰余金

     （１）   資本剰余金

イ その他資本剰余金 833

     資本剰余金合計 833

     （２）   利益剰余金

イ 当年度未処理欠損金 384,338

     利益剰余金合計 △ 384,338

   剰余金合計 △ 383,505

   資本合計 241,182

   負債・資本合計 1,084,777

   負　債　の　部

   資　本　の　部
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（単位：千円）

   １     固定資産

     （１）   有形固定資産

イ 土地 543,374

ロ 建物 1,044,639

減価償却累計額 △ 643,574 401,065

ハ 器械備品 47,795

減価償却累計額 △ 45,268 2,527

ニ 車両 13,602

減価償却累計額 △ 12,923 679

有形固定資産合計 947,645

     （２）    無形固定資産

イ その他無形固定資産 64

     （３）    投資その他の資産

イ 基金 90,575

                固定資産合計 1,038,284

   ２   流動資産

     （１）    現金預金 6,948

     （２）    未収金 39,546

               貸倒引当金 △ 1 39,545

               流動資産合計 46,493

               資産合計 1,084,777

令 和 元 年 度 周 南 市 介 護 老 人 保 健 施 設 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 令 和 2 年 3 月 31 日）

   資　産　の　部

 

   ３　 固定負債

     （１）    企業債

イ 建設改良費等の財源に充てる

ための企業債 727,762

    固定負債合計 727,762

   ４   流動負債

     （１）    一時借入金 30,000

     （２）    企業債

イ 建設改良費等の財源に充てる

ための企業債 63,310

     （３）    未払金 5,232

     （４）    引当金

イ 賞与引当金 707

     流動負債合計 99,249

   ５   繰延収益

     （１）    長期前受金 25,945

収益化累計額 △ 9,361

　　　 繰延収益合計 16,584

     負債合計 843,595

   ６   資本金

     （１）    固有資本金 183,774

     （２）  　出資金 440,913

     資本金合計 624,687

   ７  剰余金

     （１）   資本剰余金

イ その他資本剰余金 833

     資本剰余金合計 833

     （２）   利益剰余金

イ 当年度未処理欠損金 384,338

     利益剰余金合計 △ 384,338

   剰余金合計 △ 383,505

   資本合計 241,182

   負債・資本合計 1,084,777

   負　債　の　部

   資　本　の　部

 

− 139 −



注　記
（令和2年度）

Ⅰ.重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法 
  （1）　有形固定資産
　 　 　・減価償却の方法 定額法による。
  　　　・主な耐用年数
　 　　 　建物 15～39年
　　  　　器械備品 4～10年
　 　 　　車両 5年

  （2）　無形固定資産
　　　  ・減価償却の方法 定額法による。
　 　 　・主な耐用年数
　　　 　 その他利用権 20年

　２　引当金の計上の方法 
  (1)   退職給付引当金
 　　　　 退職手当については、一般会計が負担する取扱いとしているため引当金の計上をし
　　　 ていない。

  (2)   賞与引当金
　　 　  職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支給に備えるため、
　　　 当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

  (3)   貸倒引当金
 　    　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等による回収不能見込額を計上
　　　 する。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ.予定貸借対照表等関連
　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　 貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に
償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は378,676千円である。

　２　引当金の取崩し
  (1)   賞与引当金
         令和2年度において、職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費
        を支給するため、賞与引当金707千円を取り崩した。

  (2)   貸倒引当金
 　　   令和2年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金 １ 千円
　　　 を取り崩した。

注　記
（令和元年度）

Ⅰ.重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法 
  （1）　有形固定資産
 　 　　・減価償却の方法 定額法による。
　  　　・主な耐用年数
　 　　 　建物 15～39年
　　 　 　器械備品 4～10年
　　 　 　車両 5年

  （2）　無形固定資産
　 　 　・減価償却の方法 定額法による。
　 　 　・主な耐用年数
 　　　 　その他利用権 20年

　２　引当金の計上の方法 
  (1)   退職給付引当金
 　      退職手当については、一般会計が負担する取扱いとしているため引当金の計上をし
        ていない。

  (2)   賞与引当金
      　 職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支給に備えるため、
        当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

  (3)   貸倒引当金
 　      債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等による回収不能見込額を計上
        する。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ.予定貸借対照表等関連
　１　企業債の償還に係る他会計の負担

 　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に
償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は416,755千円である。

　２　引当金の取崩し
  (1)   賞与引当金
  　　   令和元年度において、職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費
 　　　を支給するため、賞与引当金627千円を取り崩した。
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注　記
（令和2年度）

Ⅰ.重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法 
  （1）　有形固定資産
　 　 　・減価償却の方法 定額法による。
  　　　・主な耐用年数
　 　　 　建物 15～39年
　　  　　器械備品 4～10年
　 　 　　車両 5年

  （2）　無形固定資産
　　　  ・減価償却の方法 定額法による。
　 　 　・主な耐用年数
　　　 　 その他利用権 20年

　２　引当金の計上の方法 
  (1)   退職給付引当金
 　　　　 退職手当については、一般会計が負担する取扱いとしているため引当金の計上をし
　　　 ていない。

  (2)   賞与引当金
　　 　  職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支給に備えるため、
　　　 当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

  (3)   貸倒引当金
 　    　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等による回収不能見込額を計上
　　　 する。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ.予定貸借対照表等関連
　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　 貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に
償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は378,676千円である。

　２　引当金の取崩し
  (1)   賞与引当金
         令和2年度において、職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費
        を支給するため、賞与引当金707千円を取り崩した。

  (2)   貸倒引当金
 　　   令和2年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金 １ 千円
　　　 を取り崩した。

注　記
（令和元年度）

Ⅰ.重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法 
  （1）　有形固定資産
 　 　　・減価償却の方法 定額法による。
　  　　・主な耐用年数
　 　　 　建物 15～39年
　　 　 　器械備品 4～10年
　　 　 　車両 5年

  （2）　無形固定資産
　 　 　・減価償却の方法 定額法による。
　 　 　・主な耐用年数
 　　　 　その他利用権 20年

　２　引当金の計上の方法 
  (1)   退職給付引当金
 　      退職手当については、一般会計が負担する取扱いとしているため引当金の計上をし
        ていない。

  (2)   賞与引当金
      　 職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支給に備えるため、
        当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

  (3)   貸倒引当金
 　      債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等による回収不能見込額を計上
        する。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ.予定貸借対照表等関連
　１　企業債の償還に係る他会計の負担

 　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に
償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は416,755千円である。

　２　引当金の取崩し
  (1)   賞与引当金
  　　   令和元年度において、職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費
 　　　を支給するため、賞与引当金627千円を取り崩した。
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   　　 収              入
（単位：千円）

款 項 目 節 予   定   額 備           考

１ 介護老人保健施設事業収益 352,538

１  事業収益 345,696

１ 施設療養費収益 275,881

  １  入所者療養費収益 194,728 1日平均55人  延20,075人

  ２  短期入所者療養費収益 11,169 1日平均3人  延1,095人

  ３  通所者療養費収益 69,984 1日平均30人  延7,290人

２ 施設利用料収益 63,131

  １  室料収益 23,287 1日平均58人  延21,170人

  ２  食材料費収益 39,844

３ その他事業収益 6,684

  １  その他事業収益 6,684 日用品販売、電気料等
２  事業外収益 6,842

１ 受取利息及び配当金 21

  １  預金利息 1

  ２  基金利息 20

２ 他会計補助金 6,153

  １  一般会計補助金 6,153 企業債利息分

３ 長期前受金戻入 583

  １  長期前受金戻入 583

４ その他事業外収益 85

  １  その他事業外収益 85

令 和 2 年 度 周 南 市 介 護 老 人 保 健 施 設 事 業 会 計 予 算 明 細 書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

 

    　　支               出

（単位：千円）

款 項 目 節 予   定   額 備          考

１ 介護老人保健施設事業費用 352,538

１  事業費用 338,630

１  給与費 8,583

  １  給料 4,214 職員給料

  ２  手当等 2,433 職員手当等

  ３  賞与引当金繰入額 710

  4  法定福利費 1,226 職員共済組合負担金

２  経費 315,718

  １  厚生福利費 5

  ２  旅費交通費 79 普通旅費

  ３  消耗品費 78 事務用品

  ４  消耗備品 78

  ５  印刷製本費 177 予算書等

　６  保険料 115 建物保険料等

  ７  通信運搬費 42 郵便料

　８  手数料 105 申請手数料他

　９  委託料 193 会計システム保守委託料

１０　交付金 313,540 介護老人保健施設指定管理料

１１  負担金及び分担金 382

１２  雑費 923

１3  貸倒引当金繰入額 1

３  減価償却費 14,328

  １  建物減価償却費 14,247

  ２  器械備品減価償却費 64
  ３　無形固定資産減価償却費 17

４  資産減耗費 1
  １  固定資産除却費 1

２  事業外費用 13,407
１  支払利息及び企業債 取扱諸費 13,387
     １  企業債利息 13,370

  ２  借入金利息 17
２  繰出金 20
      １  基金繰出金 20

３  特別損失 1
１  過年度損益修正損 1

  １  過年度損益修正損 1
４  予備費 500

１  予備費 500
  １  予備費 500
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   　　 収              入
（単位：千円）

款 項 目 節 予   定   額 備           考

１ 介護老人保健施設事業収益 352,538

１  事業収益 345,696

１ 施設療養費収益 275,881

  １  入所者療養費収益 194,728 1日平均55人  延20,075人

  ２  短期入所者療養費収益 11,169 1日平均3人  延1,095人

  ３  通所者療養費収益 69,984 1日平均30人  延7,290人

２ 施設利用料収益 63,131

  １  室料収益 23,287 1日平均58人  延21,170人

  ２  食材料費収益 39,844

３ その他事業収益 6,684

  １  その他事業収益 6,684 日用品販売、電気料等
２  事業外収益 6,842

１ 受取利息及び配当金 21

  １  預金利息 1

  ２  基金利息 20

２ 他会計補助金 6,153

  １  一般会計補助金 6,153 企業債利息分

３ 長期前受金戻入 583

  １  長期前受金戻入 583

４ その他事業外収益 85

  １  その他事業外収益 85

令 和 2 年 度 周 南 市 介 護 老 人 保 健 施 設 事 業 会 計 予 算 明 細 書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

 

    　　支               出

（単位：千円）

款 項 目 節 予   定   額 備          考

１ 介護老人保健施設事業費用 352,538

１  事業費用 338,630

１  給与費 8,583

  １  給料 4,214 職員給料

  ２  手当等 2,433 職員手当等

  ３  賞与引当金繰入額 710

  4  法定福利費 1,226 職員共済組合負担金

２  経費 315,718

  １  厚生福利費 5

  ２  旅費交通費 79 普通旅費

  ３  消耗品費 78 事務用品

  ４  消耗備品 78

  ５  印刷製本費 177 予算書等

　６  保険料 115 建物保険料等

  ７  通信運搬費 42 郵便料

　８  手数料 105 申請手数料他

　９  委託料 193 会計システム保守委託料

１０　交付金 313,540 介護老人保健施設指定管理料

１１  負担金及び分担金 382

１２  雑費 923

１3  貸倒引当金繰入額 1

３  減価償却費 14,328

  １  建物減価償却費 14,247

  ２  器械備品減価償却費 64
  ３　無形固定資産減価償却費 17

４  資産減耗費 1
  １  固定資産除却費 1

２  事業外費用 13,407
１  支払利息及び企業債 取扱諸費 13,387
     １  企業債利息 13,370

  ２  借入金利息 17
２  繰出金 20
      １  基金繰出金 20

３  特別損失 1
１  過年度損益修正損 1

  １  過年度損益修正損 1
４  予備費 500

１  予備費 500
  １  予備費 500
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収                    入

（単位：千円）

款 項 目 節 予   定   額 備          考

１  資本的収入 63,331

１  出資金 38,079

１  他会計出資金 38,079

  １ 一般会計出資金 38,079 企業債元金分

２  基金繰入金 25,232

１ 　基金繰入金 25,232

　１  基金繰入金 25,232

3  その他収入 20

１ 　その他収入 20

　１  繰入金収入 20

支                 出

（単位：千円）

款 項 目 節 予   定   額 備          考

１  資本的支出 67,977

１  建設改良費 647

１  資産購入費 647

  １  器械購入費 647
２  企業債償還金 63,310

１  企業債償還金 63,310
  １  企業債償還金 63,310 企業債元金

３  投資 20
１　基金積立金 20

　1  基金積立金 20
４　予備費 4,000

1　予備費 4,000
　1  予備費 4,000

　資 本 的 収 入 及 び 支 出

 

 令 和 ２ 年 度

周南市モーターボート競走事業会計

予　　算　　書

周　南　市
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